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連結財務ハイライト

の取得に取り組んでまいりました。その結果、経
済産業省より積極的な健康づくりへの取り組み
を評価いただき、「健康経営優良法人2021」の
認定を受けました。今後とも従業員とその家族
の健康を積極的にサポートし、健康経営に取り
組んでまいります。

　当社グループの第2四半期（4月～9月）にお
ける受注高、売上高は若干減少しましたが、営
業利益は1,080百万円と前年同期（995百万
円）から8.6%増加し、経常利益は1,093百万円
と前年同期（985百万円）から11.0%増加、親
会社株主に帰属する四半期純利益も717百万
円と前年同期（604百万円）を18.6%上回り、過
去最高を更新しました。今年度のPC工事発注
量は順調に増加しており、来年度以降も国土強
靭化政策等を背景として、高レベルの発注量が
見込まれることから、持続的な成長を維持でき
るものと考えています。
　当社グループは、2030年を目標とするSDGs
（持続可能な開発目標）を前提とし、2050年に
カーボンニュートラルの実現に向けたロード
マップの整備、DX（デジタルトランスフォーメー
ション）による経営基盤の強化等、新たな経営課
題の解決に向けて技術開発や環境対策等を積
極的に推進してまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご指
導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
� 2021年11月

当社グループの第2四半期連結決算
において、営業利益・経常利益・
四半期純利益は過去最高を更新

　当社は、2021年7月9日付で東京証券取引
所より、2021年6月30日を移行基準日とした
「新市場区分における上場維持基準への適合
状況に関する一次判定結果について」を受領し、
新市場区分「プライム市場」上場基準に適合し
ていることを確認しました。この結果に基づき、
当社は7月21日開催の取締役会において、新
市場区分「プライム市場」を選択する意向につ
いて決議しました。
　また、当社は、東京証券取引所及び日本経済新
聞社が共同で算出する「JPX日経中小型株指数」
の2021年度（2021年8月31日から2022年8月
30日まで）の構成銘柄※として選定されました。

　当社グループは、持続的な成長及び働き方
改革に取り組むためには生産性向上が不可欠
と判断し、「省人化・省力化」及び「工期短縮」「品
質向上」を目的とした生産設備の更新、施工性
向上のための技術開発等を実施してまいりまし
た。また、社員のワークライフバランスの実現
に向け、長時間労働を抑制し、ゆとりある休暇

新市場区分「プライム市場」選択と
「JPX日経中小型株指数」への選定

※�構成銘柄の選定においては、東京証券取引所を主
たる市場とする普通株式から、時価総額や市場流動
性指数によるスクリーニングの後、3年平均ROEと
3年累積営業利益などの定量的指標によるスコアリ
ングに加え、ガバナンスやディスクロージャーの観
点から定性的な評価を加えた最終ランキングで
200銘柄を選定しています。

働き方改革と
健康経営優良法人の認定

代表取締役社長

　株主の皆様には平素より格別のご高
配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　また、新型コロナウイルスに罹患さ
れた方々並びにご家族の方に心よりお
見舞い申し上げます。
　新型コロナウイルスの全国の1日あ
たり新規感染者数は、2021年8月22日
の25,868人をピークに、1か月後には
1/8の3,242人、2か月後には1/80の
325人と大幅に減少してきました。当社
グループ内の感染者数はその間（2年
間）で7名に留まり、事業の進捗に影響を
与 えることなく、無 事に第2四 半 期

（2021年4月1日から9月30日まで）を
終了しましたので、その業績及び事業活
動の概況をご報告させていただきます。

株主の皆様へ To Our Shareholders
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トピ ック ス

　九州新幹線（西九州ルート）は、佐賀市を経由して福岡市と長崎
市を結ぶ路線で、2022年秋の部分開業に向けて整備を行ってい
ます。本工事は、長崎県大村市から長崎市に使用する軌道スラブ
約15,000枚の製作運搬工事です。福岡県大牟田市で製作し、大
村市・諫早市・長崎市の各軌道基地へ運搬を行い、2021年8月
22日に竣工しました。

九州新幹線（西九州ルート）、
大村・長崎間軌道スラブ製作運搬

表紙写真について

　洲衛高架橋は、石川県輪島市に位置する橋長199mの
5径間連続PC箱桁橋です。能越自動車道は、富山県西部と
石川県能登半島地域を結ぶ自動車専用道路です。本橋は、
橋梁終点がOFFランプであることから、道路幅が8.8ｍ～
18.2ｍに大きく変化していることが特徴です。能越自動車
道が開通することで能登地域と三大都市圏との交流を促
進するとともに、地域の結合の強化が期待されています。

　近年頻発する台風や集中豪雨などの自然災害により、毎年のように水害が発生し多くの橋梁
が流失被害を受けていることから、洪水時にも流失しないように既設橋脚の基礎を補強した事
例です。地盤は非常に硬質でありながら崩れやすい特殊な地質であったため、様々な地盤に対
応できる高耐力マイクロパイルが採用されました。

TOPICS

　本工事は、岡山自動車道の有漢ＩＣ～賀陽ＩＣ間における４車線化
工事であり、ＰＲＣ連続箱桁橋の新設工事です。全線4車線化され
ることで、渋滞発生の減少・交通事故発生率の低下・災害時の物
流の安定性向上が期待されています。

岡山自動車道佐⼭橋（PC上部⼯）
⼯事（岡⼭県⾼梁市）
＜極東興和株式会社＞

TOPICS

1

能越自動車道洲衛高架橋（下り）上部工事（石川県輪島市）

高野線紀ノ川橋梁P3橋脚基礎補強工事（和歌山県橋本市）

＜極東興和株式会社＞

＜極東興和株式会社＞

TOPICS
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4

＜極東興和株式会社＞

TOPICS

2

新機材センターの概要
◦名　　称：極東興和株式会社広島機材センター
◦住　　所：広島県安芸高田市高宮町大字原田字鷹

たかどまり
止10357番－1

◦面　　積：13,895m2

◦主要設備：事務所1棟、テント倉庫1棟
　　　　　　（容積：4,800m3、天井クレーン 2.8t）
　　　　　　ユニット倉庫A（容積：990m3）、
　　　　　　ユニット倉庫B（容積：530m3）各1棟
　　　　　　橋形自走式クレーン 2.8t、7.5t、15t 各1基

直上が中国道（← 三次IC ・ 高田IC →）、左上方がキョクトウ高宮（高宮工場）

新機材センタードローン写真



極東興和株式会社 キョクトウ高宮株式会社

豊工業株式会社

ケイ・エヌ情報システム株式会社

本社所在地／広島市
事 業 内 容／PC構造物の設計・施工

PC及びRC製品の設計・製造・販売等
コンクリート構造物の診断・補修・補強等

東日本コンクリート株式会社
本社所在地／仙台市
事 業 内 容／PC構造物の設計・施工

PC及びRC製品の設計・製造・販売等
コンクリート構造物の診断・補修・補強等

本社所在地／広島市
事 業 内 容／PC製品及びコンクリート二次製品の設計・

製造・販売・施工等

本社所在地／広島市
事 業 内 容／ソフトウェアの設計・開発及び販売等

本社所在地／大分市
事 業 内 容／PC及びコンクリート二次製品の製造・販売等

株式会社
ビーアール

ホールディングス

（2021年9月30日現在）

商 号 株式会社 ビーアールホールディングス
Br.Holdings Corporation

設 立 2002年9月27日
本 社 所 在 地 広島市東区光町二丁目6番31号
電 話 082-261-2860（代表）
資 本 金 4,813,847,000円
決 算 期 3月31日
従 業 員 数 13名（連結596名）

（2021年9月30日現在）会社概要 ［ 株 主 メ モ ］
事 業 年 度 4月1日〜翌年3月31日
期 末 配 当 金
受領株主確定日 3月31日

中 間 配 当 金
受領株主確定日 9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月
株主名簿管理人
特 別 口 座 の
口 座 管 理 機 関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL 0120-094-777（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所（市場第1部）

公 告 の 方 法

電子公告により行う。
当社ホームページ（https://www.brhd.co.jp/
ja/ir/announce.html）にて掲載。
（‌ただし、やむを得ない事由により電子公告によることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。）

代表者及び役員
代表取締役社長 藤 田 公 康
常務取締役 石 井 一 生
常務取締役 山 根 隆 志
取締役 天 津 武 史
取締役 山 縣 　 修
取締役・常勤監査等委員 田 坂 昌 博
取締役・監査等委員（社外） 小 田 清 和
取締役・監査等委員（社外） 佐 上 芳 春

（2021年9月30日現在）

広島市東区光町二丁目6番31号　TEL 082-261-2860 FAX 082-261-2861
ホームページ　https://www.brhd.co.jp/　（IR情報を当社ホームページに掲載いたしておりますので、こちらからもご覧ください。）

株式分布状況

［所有者別株式分布状況］

［地域別株式分布状況］

（2021年9月30日現在）

発 行 可 能 株 式 総 数 120,000,000株
発 行 済 株 式 の 総 数 45,795,000株
株 主 数 34,194名

（2021年9月30日現在）株式の状況

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,021 11.12
トウショウアセットマネジメント株式会社 4,000 8.85
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,277 5.04
藤田公康 2,255 4.99
BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG／
JASDEC／FIM／LUXEMBOURG FUNDS／UCITS ASSETS 1,075 2.38
広成建設株式会社 988 2.19
ビーアールグループ取引先持株会広島支部 980 2.17
JPMBL RE NOMURA INTERNATIONAL PLC 1 COLL EQUITY 948 2.10
ビーアールグループ社員持株会 947 2.10
ビーアールグループ取引先持株会大阪支部 803 1.78

大株主  （上位10名）
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4.20%（注）持株比率は自己株式（622千株）を控除して計算しております。

グループの概況


